事業計画書（例）

１　法人の名称
２　法人の所在地
３　事業の方針
４　組織の内容
（１）地区
（注：この地区は組合員を募集する地区と考えていただき、農業経営を行うことができる地区及び生産した農産物が販売できる地区ではございません。）
 　（２）組合員
ア　農民（農地保有者）　　　　人
イ　農民（農業従事者）　　　　人
ウ　その他　　　　　　　　　　人
５　事業の種類（下記の内容について具体的にご記入ください。行わない事業についてはご削除してください。）
（１）農業にかかる共同利用施設の設置（農業にかかる当該施設を利用して　
　行う組合員の生産する物資の運搬、加工または貯蔵の事業のための共同利用施設の設置についても行う場合はご記載してください。）
（２）農作業の共同化の促進
（３）農業経営（耕作を伴う経営の内容。例えば、畑作・水田・果樹の経営など）
（４）畜産経営（畜産、例えば酪農経営などの内容。）
（５）農作業の受託
（６）農畜産物を原料または材料として使用する製造または加工
（７）農畜産物の貯蔵、運搬又は販売
（８）農業生産に必要な資材の製造
（９）前記各号に付帯する事業
６　資金計画
（１）出資金の種類（現金・現物別及び各人別の内訳）
（２）　出資金　　　　　　　　円（現金・現物別）
（３）　一口出資金　　　　　　円
（４）　最高口数
（５）　必要資金の種類と金額（別紙により個別明細で示す）
（６）　資金の手当（別紙により個別明細で示す）
ア　近代化資金等の制度資金
イ　借入金（その他借入金）
　ウ　その他
７　施設の整備（別紙により個別に示す）
（１）施設の名称・型式
（２）使用の用途及び使用効果
（３）取得価格
（４）所要経費
８　開始時の貸借対照表
９　収支計画（別紙により示す）
（１）事業収支（及びその内訳）
（２）事業管理費（及びその内訳）
（３）借入金の償還計画
10　農地法第２条第３項に規定する要件整備状況（農業経営の場合）
（１）事業要件（耕作に関する農業経営の具体的な内容）
（２）構成員要件（農地提供者の氏名及び労働提供者の氏名並びに提供の程度）
（３）業務執行要件（役員の氏名及び事業の従事の程度）

